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 昨今、わが国の経済情勢は、世界同時不況の影響で景気の低迷が長期化、

深刻化しており、本市においても製造業をはじめとした雇用調整が本格化す

るなど、事業主、勤労者ともに極めて厳しい経済環境にあります。 

 このような状況を踏まえ、本市では、平成２１年度予算において可能な限

り公共事業の前倒し執行に努めるとともに、中小企業者向け緊急支援融資を

はじめとする金融融資枠の拡大や国の「ふるさと雇用再生特別交付金事業」及び「緊急雇用創出

事業」を活用した新規雇用の実施など、緊急・短期的な施策に取り組んでいるところです。 

これまで、各種労働施策につきましては、市報おおいたや大分市ホームページを中心とした広

報活動を行ってまいりましたが、こうした本市の施策や雇用・労働に関わる法令、国の助成制度

などを事業主・勤労者の皆様へ広く情報提供するため、この度、『ワーク ＬＩＦＥ おおいた』

を創刊することといたしました。 

 今後とも、本市における産業の振興に努める中で「にぎわいと活力あふれる豊かなまちづくり」

に向けて全力で取り組んでまいりたいと考えておりますので、皆様方には、ぜひ本紙をご活用い

ただきますようお願い申し上げます。 

平成２１年９月  大分市長  釘 宮  磐   

写真：大分県高等学校溶接技術指導者成果発表大会 

 平成２１年度後期技能検定試験の受付は、９月２８日

（月）から開始されます。 

技能検定は、技能に対する社会一般の評価を高め、働く

人達の技能と地位の向上を図ることを目的として、働く人

達の持っている技能を一定の基準により検定し、これを公

証する技能の国家検定制度で、職業能力開発促進法に基づ

き実施されています。 

ワーク ＬＩＦＥ おおいた  ２００９年９月発行 
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後期技能検定試験の受付が始まります 

試験は、毎年１回行い、特級、１級及び単一等級の合格

者には厚生労働大臣名、２級及び３級の合格者には都道府

県知事名の合格証が交付され｢技能士｣と称することがで

きます。 

 詳しくは、大分県職業能力開発協会のホームページ

http://www.noukai-oita.com をご覧ください。 

◇受付・お問い合わせ先◇   大分県職業能力開発協会  ☎５４２－３６５１

  



 

  ９月は「障害者雇用支援月間」です           ～ 障がい者雇用へのご理解とご協力をお願いします ～

 

障がい者の仕事に就こうとする意欲は高まりを見せており、 

障がい者の社会参加を進める観点からも、より多くの障がい者 

の就職希望を実現するとともに、一人ひとりが生き生きとした 

職業生活を送ることができる社会をつくることが必要です。 

このため、国は企業に一定割合の障がい者を雇用することを 

義務付けているほか、きめ細やかな職業相談・職業紹介など、 

各種の就労支援を実施しています。 

障がい者の就労にご理解とご協力をお願いします。 

障がい者の雇用を推進しましょう 

 

             「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、「障害者雇用率 

制度」が設けられており、「常用雇用労働者数」が５６人以上の 

一般事業主は、その「常用雇用労働者数」の１．８％以上の身体

障がい者又は知的障がい者を雇用しなければなりません。 

また、国、地方公共団体等は２．１％以上、都道府県の教育委

員会等は２．０％以上と定められています。 

民間企業（５６人以上規模の企業）の障害者雇用率は１．８％です 

 

 障がい者を雇用するには、作業施設や設備の改善、特別の雇用 

管理等が必要となるなど健常者の雇用に比べて一定の経済的負担 

を伴うこともあり「障害者雇用率制度」に基づく雇用義務を誠実 

に守っている企業とそうでない企業とでは、経済的負担のアンバ 

ランスが生じます。 

そこで、障がい者の雇用に関する事業主の社会連帯責任の円滑 

な実現を図る観点から、この経済的負担を調整するとともに、障 

がい者の雇用の促進等を図るため、事業主の共同拠出による「障 

害者雇用納付金制度」を設けています。 

常用雇用労働者数が３０１人以上（※平成２２年７月からは２０１人以上）の事業主は、法

定雇用障がい者数に不足する障がい者数に応じて１人につき月額５０，０００円（※は４０，

０００円）の障害者雇用納付金を納付しなければなりません。 

事業主の経済的負担を調整する「障害者雇用納付金制度」を設けています
 

助成金等の名称 概     要 助 成 等 の 内 容 お問い合わせ先 

障害者雇用調整金

常用雇用労働者数が301人以上の事業主で

障害者雇用率を超えて障がい者を雇用し

ている場合、その超えて雇用している障が

い者の人数に応じて助成 

対象者 1 人につき月額 27,000 円 

(財)大分県総合雇

用推進協会 

(☎532-3180) 

報奨金 

常用雇用労働者数が300人以下の事業主で

一定数（各月の常用雇用労働者数の 4％の

年度間合計数又は72人のいずれか多い数）

を超えて障がい者を雇用している場合、そ

の一定数を超えて雇用している障がい者

の人数に応じて助成 

対象者 1 人につき 21,000 円 

(財)大分県総合雇

用推進協会 

(☎532-3180) 

特定就職困難者 

雇用開発助成金 

障がい者等をハローワーク等の紹介によ

り継続して雇用する労働者として雇い入

れた場合、賃金相当額の一部を助成 

○身体・知的障がい者（重度以外） 

対象者 1 人につき、135 万円 

（短時間労働者(※)は 90 万円） 

○身体・知的障がい者（重度又は 45 歳以上）、

精神障がい者 

対象者 1 人につき、240 万円 

（短時間労働者(※)は 90 万円） 

(※)週所定労働時間が 20 時間以上 30 時間未満

の者 

大分労働局 

(☎535-2090) 

ハローワーク大分 

(☎538-8609) 

障害者初回雇用 

奨励金 

障がい者雇用経験のない中小企業（56 人～

300 人）が初めて障がい者を雇用した場合

に助成 

対象者 1 人目を雇用した場合に限り、100 万円

大分労働局 

(☎535-2090) 

ハローワーク大分 

(☎538-8609) 

障害者雇用を推進するため様々な助成を行っています

 

大分市では、障がい者の働く場の確保と安定につながるよう、「障害者雇用促進企業への入札

優遇措置」を行っています。 

また、「特例子会社」の設立を奨励するため、物品購入契約や施設 

維持管理業務の委託契約等について、入札優遇措置を行っています。 

平成２１年８月１日現在で、障害者雇用促進企業として、１１７社 

（建設工事５６社、測量・建設コンサルタント業務等１２社、物品購 

入等１８社、施設の維持管理業務委託３１社）が登録しています。 

 

◇優遇の内容・対象となる企業◇ 

優遇の内容 通常の入札（見積）指名業者数に障害者雇用促進企業を１社追加 

対 象 契 約 建設工事及び測量・建設コンサルタント業務物品購入、施設の維持管理業務委託等の契約 

対 象 者 

次の要件をすべて満たしている企業 

(１) 市の「入札参加有資格者名簿」に登録されている 

(２) 市内に本店を有している 

(３) 障害者雇用促進企業の届出日以前少なくとも３ヶ月間障がい者を雇用している 

 

◇届出・お問い合わせ先◇   大分市総務部 契約監理課   ☎５３７－５６０５ 

大分市では障害者雇用促進企業へ入札優遇措置を行っています


